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(57) 要約：【課題】非結晶タイプの口部におい
て、既存の製造設備への変更を要 しない又は最
小限にとどめつつ、耐熱性の向上及び軽量化の
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いない口部は、天面から延びる外周面に、キャップが螺合されるね じ部と、ね じ部の下方にビ一 ドリン
グと、が突出形成される 少なくとも天面からビ一 ドリングの上端までの範囲において、口内径は 2
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明 細 書

発明の名称 ：プラスチックボ トル及び プリフォーム

技術分野

[0001 ] 本発明は、 プラスチ ックボ トル及びプ リフォームの口部構造に関するもの

である。

背景技術

[0002] 従来、 P E T ボ トルに代表 されるプラスチ ックボ トル と して、射出成形等

により成形 した樹脂製のプ リフォームを二軸延伸 プ口一成形することで製造

され、その口部がキャップによりスク リュ一式で閉封されるものが多 く用い

られている （例えば、特許文献 1 ~ 4 参照。）。 この種の口部 と して、樹脂

が非結晶のままであるものと、樹脂 を結晶化 （白化）させて耐熱性 を高めた

ものとが知 られてお り、前者の非結晶タイプは主にァセプテ ィック充填 に使

用され、後者の結晶化タイプは主に熱間充填 （ホ ッ トフィル）に使用されて

いる。 また、結晶化タイプのボ トルは、 自動販売機や店舗などで内容物 を加

温 して販売するボ トル と しても使用されている。

[0003] プラスチ ックボ トル及びプ リフォームの口部の構造は、非結晶及び結晶化

のいずれのタイプであつても、ね じ部、 ビ一 ドリング及びサボ一 トリングを

外周面に形成 したものが一般的である。そ して、以下に示すように、両タイ

プの間では、 口部の外径 を共通に しつつ、 口部の内径 を互いに異な らせてい

る （特許文献 1 参照。）。

[0004] < 非結晶タイプの口部>

内径 ：2 1 . 7 4 m m ± 0 . 1 3 m m

外径 : 2 4 . 9 4 m m ± 0 . 1 3 m m

< 結晶化タイプの口部>

内径 : 2 0 . 6 m m ± 0 . 1 3 m m

外径 : 2 4 . 9 4 m m ± 0 . 1 3 m m

[0005] 上記の寸法関係か らわかるように、従来では、 口部 に必要な肉厚 を形成す



る際、口部の内周面の位置を径方向で調整することで、結晶化処理 （加熱処

理）による熱変形および充填時や加温販売時の熱変形が生 じないように、結

晶化タイプの口部を非結晶タイプの口部よりも肉厚を大きくしている。

[0006] 特許文献 1 は、上記の一般的な寸法を踏まえた上で、非結晶タイプの口部

について別の寸法を提案 している。具体的には、上記寸法の非結晶タイプの

口部が例えば3 7 °C等の高温環境下に放置された場合に内倒れという現象が

起きる問題に着目し、その問題の解決策として、非結晶タイプの口部の内径

を、結晶化タイプの口部の内径 （すなわち、 2 0 . 6 m m ± 0 . 1 3 m m)

と等 しくするまで小さくすることを提案 している。

[0007] この提案された解決策によれば、口部の肉厚が大きくなる。その結果、機

械的強度 耐熱性が向上する効果があり、内倒れ現象に対 して有効であると

考えられる。また、このような効果は、上記 した加温販売の用途で用いる場

合のほか、特許文献 2 が指摘するような場合、すなわち非結晶タイプの口部

を熱間充填の用途として用いる場合にも有効であろうと思われる。加えて、

非結晶タイプの口部の内径が、結晶化タイプの口部の内径と等 しくなるため

、両タイプの口部の間で、プリフォームを搬送するためのマン ドレルの型替

えが不要となる点でも有利になる。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 _ 3 3 8 7 8 9 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 8 _ 3 7 4 9 2 号公報 （段落 0 0 0 4 など）

特許文献3 ：特開 9 _ 2 3 9 8 5 2 公報

特許文献4 ：特開 5 _ 9 2 4 7 5 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 近年では、非結晶タイプの口部を加温販売製品や熱間充填製品に使うこと

が検討されている。非結晶タイプの口部をボ トルに採用することで、プリフ



才一 厶製造 における結晶化工程 を省 くことがで き、寸法安定性 がよ くな り、

コス 卜削減効果が生 まれ るか らである。

また、資源 ' コス ト節約の観点か らプラスチ ックボ 卜ルの軽量化、詳細 に

はプ リフ ォー ム に使用する樹脂量の軽減 がよ り求め られている。

[001 0] この点、特許文献 1 は、 ボ トル と して非結晶 タイプの 口部 を採用 してはい

るものの、樹脂量の軽減 について何 ら配慮 していない。実際、特許文献 1 に

記載 の上記解決策 では、 口部 の肉厚 を確保 すべ く、非結晶 タイプの 口部 の内

径 を高 さ方向の全域 で一律 に小 さ くしてお り、 このように して寸法 を一律 に

設定する方法では樹脂量の軽減 には全 くつなが らない。

[001 1] も っとも、樹脂量の軽減 を図るべ く、非結晶 タイプの 口部 の内径 を部分的

に小 さ くすることも考 え られ る。 しか し、 マ ン ドレル はロ部 の内径 に依存 し

た構造であるため、 そのような部分的に変化 した内径 に対応するには、 マ ン

ドレル を別途必要 と して しまう。

[001 2] そ こで、本発明は、非結晶 タイプの 口部 において、既存 の製造設備への変

更 を要 しない又 は最小限にとどめつつ、耐熱性 の向上及び軽量化の両立 を図

ることがで きるプラスチ ックボ 卜ル及び プ リフ ォームを提供 することをその

目的 と している。

課題を解決するための手段

[001 3] 本発 明者 は、鋭意検討 した結果、非結晶 タイプの 口部 を肉厚化するにあた

り、 口部 の内径 を小 さ くするとい う従来の発想 を転換 し、 口部 の外径 を大 き

くするとい う新 しい発想 を想起 し、既存 の 口部 の強度 の観点やキャップとの

関係 の観点か ら、後述する構成 であれば上記 目的を達成 することが可能であ

ることを見出 し、本発明を完成 させ るに至 った。

[0014] すなわち、本発明の プラスチ ックボ トル は、二軸延伸 プロ一成形 されてな

るプラスチ ックボ 卜ルであ つて、 キャップによ り閉封 され る結晶化 されてい

ない口部 を有 するものにおいて、 口部 は、天面 と、天面か ら延び る外周面 と

、天面か ら延び る内周面 と、 を有 し、外周面 には、 キャップが螺合 され るね

じ部 と、ね じ部 の下方 に ビ一 ドリングと、 が突出形成 されている。 そ して、



少な くとも天面からビ一 ドリングの上端までの範囲では、口部の内径は 2

m m以上 2 2 m m以下であり、且つ、口部の外径は 2 5 m m以上 2 6 m m以

下であり、ね じ部は、ね じ山の高さが 0 . 7 m m以上 1 . 1 m m以下である

[001 5] また、本発明のプリフォームは、キャップにより閉封される結晶化されて

いない口部を有するプラスチックボ トルを得るために二軸延伸プロ一成形さ

れるものにおいて、当該口部が、上記本発明のプラスチックボ トルにおける

口部 と同 じ構造及び寸法を有するものである。

[001 6] 本発明のプラスチックボ トル及びプリフォームによれば、少な くとも天面

からビ一 ドリングの上端までの範囲では、口部の内径は従来の非結晶タイプ

のロ咅 (内径 : 1 . 7 4 m m ± 0 . 1 3 m m、外径 : 4 . 9 4 m m ± 0

. 3 m m ) の内径を含む範囲であるので、既存の製造設備 （例えばマン ド

レル）への変更を要 しない又は最小限に抑えることができる。他方、口部の

外径は従来の非結晶タイプの口部の外径を超えたものであるので、従来の非

結晶タイプの口部に比 して耐熱性が向上する。

[001 7 ] 加えて、本発明によれば、特許文献 1 のように内径の寸法を高さ方向の全

域で一定とする場合と比べて、口部全体の強度を考慮 して軽量化を図ること

ができる。

詳述すると、本発明者の知見によれば、 ビー ドリングが存在する部位は、

それが存在 しない部位に比べて強度が高い。 このため、特許文献 1 のように

、 ビ一 ドリングが存在する部位を他の部位 と同 じように内径を肉厚化傾向に

設定する必要性は低い。

これに対 し、本発明は、少な くとも天面からビ一 ドリングの上端までの範

囲について外径の寸法を従来に比 して肉厚化傾向に設定するものである。 し

たがって、 ビ一 ドリングが存在する部位については従来と同様の寸法を採用

することが可能であるので、口部全体として強度を確保 した軽量化が可能と

なる。

[001 8 ] さらに、本発明によれば、口部におけるね じ山の高さを、従来のね じ山の



高さ （一般に 1 . 2 4 5 m m ) よりも小さい 0 . 7 m m以上 1 . 1 m m以下

としている。これにより、ね じ山の高さを従来の寸法のまま外径の寸法を大

きくする場合に比べて、軽量化を図ることができる。

[001 9] ここで、ね じ山の高さを小さくすれば、口部に対するキャップの螺合性及

び螺合時のシール性が懸念されることが想定される。この点、本発明者の知

見によれば、従来の口部側のネジ山径とキヤップ側のネジ谷径との間のクリ

ァランスに比べると、従来の口部側のネジ谷径とキヤップ側のネジ山径との

間のクリアランスは大きいことを見出している （この点、例えば特許文献 2

の図 1 に明りように表れている。）。そして、本発明者の知見によれば、こ

の大きなクリアランスを若干小さくしても、螺合性及びシール性を損なわな

いことを確認 している。よって、上記 した寸法範囲 （0 . 7 m m以上 1 . 1

m m ) とすることで、螺合性 シール性にも配慮 した軽量化を達成すること

ができる。

[0020] 本発明の好ましい一態様によれば、キャップは、口部のね じ部に螺合する

ね じ部を有 しており、口部がキャップにより閉封された場合、口部のね じ部

のネジ谷径とキャップのね じ部のネジ山径との差が 0 . 8 m m以下であると

よい。

[0021 ] かかる態様は、上記 した本発明者の知見に鑑みたものであり、従来比較的

大きかったクリァランスが小さくなる。

[0022] 本発明の好ましい一態様によれば、天面と外周面とをつなぐコーナ一部分

の R は、 0 . 8 m m以上 2 . O m m以下であるとよい。

[0023] かかる態様によれば、従来のコーナ一部におけるRの値 （一般に 0 . 5 m

m前後）よりも大きくなる。これにより、既存のキャップのように、キヤッ

プにァウタ一リングがぁる場合には、口部へのキヤップの螺合時にアウター

リングが外側に開き易くなる。よって、口部の外径を上記のように従来に比

して大きくした場合にも、キャップとの螺合性 シール性を確保 し易い構造

とすることができる。

[0024] 本発明の好ましい一態様によれば、口部のね じ部は、天面から2 m m以上



離れた位置に形成されているとよい。

[0025] かかる態様によれば、二軸延伸プロ一成形する前の成形体 （プリフォーム

) の製造に使用する金型に厚みをもたせることができるので、金型の耐久性

が向上するといぅメリッ卜がある。

[0026] 本発明の好ましい一態様によれば、口部のねじ部は、外周面において断続

部を有することなくらせん状に連続 しているとよい。

[0027] かかる態様によれば、いわゆるベントスロット付きのねじ部に比べて、特

に熱に対するねじ部の強度を向上することができる。よって、非結晶タイプ

の口部において耐熱性を向上するのに有効となる。

[0028] 本発明の好ましい一態様によれば、外周面には、ビ一 ドリングの下方にサ

ポ一 トリングが突出形成されているとよい。そして、口部の外径に関し、天

面からビ一 ドリングの上端までの範囲の方が、ビ一 ドリングの下端からサポ

— トリングの上端までの範囲に比べて 0 . 5 m mよりも小さいとよい。

図面の簡単な説明

[0029] [ 図1] 実施形態に係るプラスチックボ トルの正面図である。

[図2] 図 1 のプラスチックボ トルの製造に用いるプリフォームの正面図である

[図3] 図 1 のプラスチックボ トルの口部を拡大して示す正面図である。

[図4] 図 3 の口部をその寸法とともに示す断面図である。

[図5] 図 3 の口部をキヤップで閉じた状態を示す半断面図である。

[図6]比較例に係る口部をキヤップで閉じた状態を示す半断面図である。

発明を実施するための形態
[0030] 添付図面を参照 して、本発明の好適な実施形態に係るプラスチックボ トル

を説明する。

[0031 ] 図 1 に示すように、プラスチックボ トル 1 (以下、 「ボ トル 1 」という。

) は、上側から順に、口部 2 、肩部 3 、胴部 4 及び底部 5 を有する。これら

の部分 （2 ，3 ，4 及び 5 ) は、一体に形成され、内部に飲料を貯留するた

めのボ トル壁を構成する。飲料としては、水、緑茶、ウーロン茶又は果汁等



の非炭酸飲料を挙げることができる。ただ し、他の実施態様では、ボ トル 1

に充填される液体は、炭酸飲料又はソース等の食品でもよい。

[0032] ボ トル 1 は、図 2 に示すプリフォーム 1 0 0 を二軸延伸プロ一成形するこ

とにより形成される。

ボ トル 1 の製造工程の一例を説明する。先ず、金型を使用 して、金型内に

熱可塑性樹脂を射出し、プリフォーム 1 0 0 を射出成形する。熱可塑性樹脂

としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレ一 卜な

どを挙げることができる。プリフォーム 1 0 0 は、口部 2 と全 く同 じ形状の

口部 1 0 2 と、口部 1 0 2 の下側に連なる有底の筒状部 1 0 4 と、で構成さ

れる。プリフォーム 1 0 0 の射出成形後、金型を開いて、プリフォーム 1 0

0 を取り出し、プロ一成形機にセットする。プロ一成形機にて、プリフ才一

厶 1 0 0 の筒状部 1 0 4 のみを加熱 し、延伸ロッドによって筒状部 1 0 4 を

縦方向に延伸させると共に、圧縮空気を吹き込んで筒状部 1 0 4 を横方向に

延伸させることで、肩部 3 、胴部 4 及び底部 5 を成形する。これにより、ボ

トル 1 の一連の成形が完了する。その後は、飲料が充填され、注ぎ口として

の口部 2 がキヤップ6 により閉封される （参照 ：図 5 ) 。

[0033] 本実施形態では、プリフォーム 1 0 0 の口部 1 0 2 は、結晶化処理されな

いため、ボ トル 1 の口部 2 と同 じ形状となる。 したがって、ボ トル 1 は、口

部 2 を含めて全体が非結晶化状態の樹脂からなり、結晶化工程が必要なく、

透明性に優れたものとなる。なお、非結晶化状態とは、結晶化度が20%未満

の状態をいう。また、結晶化度は、密度法などの周知の測定方法により測定

することが可能である。以下では、口部 2 について詳述するが、その説明が

口部 1 0 2 にも当てはまることは言うまでもない。

[0034] 図 3 及び4 に示すように、口部 2 は、上端を開口した円筒状の周壁 1 0 を

有する。周壁 1 0 は、上端面を構成する天面 1 1 と、天面 1 1 から延びる外

周面 1 2 と、天面 1 1 から延びる内周面 1 4 と、を有する。天面 1 1 は、例

えば平坦な面からなる。外周面 1 2 には、天面 1 1側から順に、ね じ部 1 6

、 ビ一 ドリング 1 8 及びサボ一 トリング2 0 が突出形成される。一方、内周



面 1 4 は、上下方向に段差な しで延在する。すなわち、内周面 1 4 は、天面

1 からサポー トリング2 0 の下端までの範囲において、ス トレー ト面とし

て構成される。

[0035] ね じ部 1 6 は、 2 条ね じや 3 条ね じを採用することもできるが、よりゆる

みにくくて強度の高い 1条ね じで構成されることが好ましい。また、連続す

る 1条ね じとすることで周方向の補強効果を得ることができ、熱変形を防ぐ

ことができる。ね じ部 1 6 のね じ山は、ベン トスロット （断続部）が形成さ

れたものではなく、全体としてらせん状に長さ方向に亘つて一つの高さが連

続する。 ビ一 ドリング 1 8 及びサポー トリング2 0 は、いずれも、ね じ部 1

6 よりも外方に突出しており、外周面 1 2 を周方向にわたって形成される。

なお、 ビ一 ドリング 1 8 及びサボ一 トリング2 0 は、外周面 1 2 に環状に突

出したリブを意味 しており、別の表現で呼称された部位 （例えば、フランジ

部など）を含む概念である。

[0036] 図 5 に示すように、キャップ6 は、いわゆるスクリユーキャップである。

キャップ6 は、タンパ一ェビデン ト性 （不正開封表示機能）を有 しないもの

でもよいが、ここではタンパ一ェビデン 卜性を有するものを例に説明する。

[0037] キャップ6 は、キャップ本体 3 0 及びタンパ一ェビデン トバン ド3 2 を有

する。キャップ本体 3 0 は、口部 2 の上方を覆う円盤状の蓋部 3 6 と、口部

2 の側方を覆う円筒部 3 8 と、を有する。タンパ一ェビデン トバン ド3 2 は

、円筒部 3 8 の下端に切 り離 し可能なプリッジ4 2 を介 して連結されている

。タンパ一ェビデン トバン ド3 2 の下部内面には、タブ4 4 が上側内向きに

形成されており、タブ4 4 は、 ビ一 ドリング 1 8 とサポー トリング2 0 との

間で外周面 1 2 に係合 している。

[0038] キャップ本体 3 0 の円筒部 3 8 は、蓋部 3 6 の周縁からスカー ト状に垂下

した部分である。円筒部 3 8 の内周面には、口部 2 のね じ部 1 6 に螺合する

ね じ部 5 0 が形成される。蓋部 3 6 の内面には、アウターリング5 2 と、ィ

ンナ一リング5 4 と、両 リングの間に小突起 5 6 と、が突出形成される。ァ

ウタ一リング5 2 は、円筒部 3 8 の内周面とは僅かな間隔をおいて蓋部 3 6



から延び、その断面形状は、任意であるが、ここでは正面視逆台形状に形成

される。インナ一 リング 5 4 は、アウター リング 5 2 よりも内径側にて且つ

アウター リング 5 2 よりも長 く、蓋部 3 6 から延びる。インナ一 リング 5 4

は、その断面形状が任意であるが、ここでは蓋部 3 6 から外径側に僅かに延

びてから内径側へと屈曲 して延びる形状で形成される。小突起 5 6 は、ァゥ

ター リング 5 2 及びィンナ一 リング 5 4 と同様に環状に突出形成されるが、

その突出量はアウター リング 5 2 及びィンナ一 リング 5 4 よりも小さい。

[0039] 図 5 に示すキャップ6 の閉封時では、ね じ部 5 0 とね じ部 1 6 とが螺子締

結され、小突起 5 6 が天面 1 1 に押 し付けられるように接触する。また、ァ

ウタ一 リング 5 2 は、天面 1 1 と外周面 1 2 とをつなぐコーナ一部分の下側

から外周面 1 2 のス トレー ト面にかけて接触する。一方、インナ一 リング 5

4 は、上記の屈曲部分が内周面 1 4 に接触する。このように、口部 2 は、そ

の上端部が径方向で挟み込まれるようにして、キャップ6 によりシールされ

る。

[0040] —方、このシール した状態において、キャップ6 を開封方向に回転操作す

ると、プリッジ4 が破断 して、タンパ一ェビデン 卜バン ド3 2 がキヤップ

本体 3 0 から切 り離され、サポー トリング2 0 の上面に落下する。落下後の

タンパ一ェビデン 卜バン ド3 2 は、上端部がビ一 ドリング 1 8 に若干の隙間

をおいて面 し、サポー トリング2 0 とビ一 ドリング 1 8 とによって上下方向

に容易に抜けないように保持される。

[0041 ] ここで、図 4 及び図 5 を参照 して、口部 2 の特徴的な寸法について説明す

る。

[0042] 1 . 内径

口部 2 の内径 （口内径）は、 2 1 . 7 4 m m ± 0 . 1 3 m mである。この

寸法は、現在の市場において流通する一般的な非結晶タイプの口部の内径と

同 じである。このため、口部 2 を有するボ トル 1 を製造するにあたり、一般

的な非結晶タイプの口部を有するボ トルを製造するための製造設備を利用で

きる点で有用である。より詳細には、製造設備のうち、プリフォームを搬送



するためのマン ドレルについて、一般的な非結晶タイプのプリフォームも本

実施形態のプリフォーム 1 0 0 も、同じものを使用することができる。この

ように、マン ドレルの型替えが不要となるなど、既存の製造設備への変更を

要 しないため、ボ トル 1 の成形性を維持 しながらその生産効率を上げること

ができる。

[0043] なお、内周面 1 4 はス トレー ト面であるため、天面 1 1 からサポー トリン

グ2 0 の下端までの範囲において、口部 2 の内径は一定である。

[0044] 2 . 外径

口部 2 の外径は、口外径及びバンド径の二つに区分けすることができる。

口外径は、口部 2 の上端部におけるス トレー ト面の外径である。ここでは、

口外径は、天面 1 1 からビ一 ドリング 1 8 の上端までの範囲において一定で

あり、その長さは、 2 5 . 6 2 m m ± 0 . 1 3 m mである。一方、バンド径

は、タンパ一ェビデントバンド3 2 に対応する範囲、すなわちビ一 ドリング

1 8 の下端からサボ一 卜リング2 0 の上端までの範囲におけるス トレ一 卜面

の外径である。バンド径の長さは、高さ方向で一定であり、 2 5 . 7 m m

± 0 . 1 3 m mである。

[0045] ここで、バンド径の寸法は、一般的な非結晶タイプの口部のバンド径と同

じである。このため、口部 2 を閉封するのに、タンパ一ェビデント性を有す

る既存のキヤップを利用できる。

[0046] —方、口外径の寸法は、一般的な非結晶タイプの口部の口外径 （2 4 . 9

4 m m ± 0 . 1 3 m m) よりも大きい。このため、口部 2 の肉厚 （3 . 8 8

m m = 2 5 . 6 2 m m - . 7 4 m m) は、天面 1 1 からビ一 ドリング 1

8 の上端までの範囲において、一般的な非結晶タイプの肉厚 （3 . 2 m m =

2 4 . 9 4 m m - . 7 4 m m) よりも大きくなる。これにより、一般的

な非結晶タイプの口部と比較 して、本実施形態の口部 2 の機械的強度及び耐

熱性が向上する。

[0047] 3 . ネジ山径及びね じ山の高さ

口部 2 のネジ山径は、ね じ部 1 6 のね じ山の直径を意味 しており、その長



さは 2 7 . 4 3 ± 0 . 1 3 m mである。 このネジ山径の寸法は、一般的な非

結晶タイプの口部のネジ山径 と同 じである。 よって、ネジ山径は、既存のキ

ャップの汎用性 を確保できる寸法 となっている。

[0048] —方、ね じ山の高さは、ネジ山径か ら口外径 を減算 して 2 で割 った値、す

なわち 0 . 9 0 5 ± 0 . 1 3 m m ( = ( 2 7 . 4 3 - 2 5 . 6 2 ) X / 2

± 0 . 1 3 m m ) である。 このね じ山の高さの寸法は、一般的な非結晶タイ

プのロ部 2 のね じ山の高さ 1 . 2 4 5 ± 0 . 1 3 m m ( = ( 2 7 . 4 3 -

2 4 . 9 4 ) X 1 2 ± 0 . 1 3 m m ) よりも小さ くなつている。

[0049] ここで、一般的な非結晶タイプの口部 2 とキャップ 6 との嵌合状態は

、図 6 に示すようになる。なお、図 6 では、本実施形態の口部 2 の構成 と対

応する構成 については、 「 」の符号を付 してその説明を省略する。

[0050] 図 6 に示すように、 口部 2 のネジ谷径 とキャップ 6 のネジ山径 との間

のク リアランスG ， は、 口部 2 のネジ山径 とキャップ 6 ' の ネ ジ谷径 との

間のク リアランスG 2 よりも倍以上に大 きい。例えば、 G ' は0. 87m m に

設定され、 G 2 は0. 2 1m m に設定されている。

[0051 ] これに対 し、本実施形態では、図 5 に示すように、 口部 2 のネジ谷径 とキ

ャップ 6 のネジ山径 との間のク リァランスG ，は、 口部 2 のネジ山径 とキヤッ

プ 6 のネジ谷径 との間のク リァランスG 2 と同程度であるか、あるいはこれよ

りも僅かに大 きい程度である。 ここでは、 G 2 は上記のG 2 と同 じ寸法 （0. 2

1m m ) であるが、 は0. 32m m に設定されている。 が よりも小さ

いのは、本実施形態の口部 2 では、上記のように口外径 を一般的な非結晶タ

イブのものよりも大 きくすることで、ね じ部 1 6 の谷部 を埋めるような構成

と しているか らである。

[0052] 以上のように、一般的な非結晶タイプのク リアランスG ， を本実施形態の

ク リアランスG ，の如 く小さ くする着眼点は、 このように小さ くしても既存の

キヤップの汎用性 を確保できることを本発明者が見出 したことに基づ くもの

である。 したがって、本実施形態の口部 2 によれば、一般的な非結晶タイプ

の口部 2 とはネジ山径 を共通に しなが らも、 これよりもネジ山の高さを低



くしても、ね じ部 1 6 に対する既存のキャップ6 の螺合性及び閉封時のキヤ

ップ6 のシール性に支障をきたさなくて済む。

[0053] 4 . コーナ一部分のR

天面 1 1 と内周面 1 4 とをつなぐコーナ一部分は、 Rが 0 . 3 m mであり

、これは一般的な非結晶タイプの口部 2 と同 じである。

—方、天面 1 1 と外周面 1 2 とをつなぐコーナ一部分は、 Rが 1 . 2 m m

である。このRの寸法は、一般的な非結晶タイプの口部 2 の R ( 0 . 5 8

m m) よりも大きい。このように大きくすることで、キャップ6 の螺合時に

、アウターリング5 2 の下端は、外周面 1 2 側のコーナ一部分に接 したとき

に外側に開き易くなる。換言すると、本実施形態の口部 2 では、一般的な非

結晶タイプの口部 2 よりも肉厚が大きくなつているため、外周面 1 2 側の

Rが 0 . 5 8 m mのように小さければ、キャップ6 の螺合時にアウターリン

グ5 2 の下端は外側に逃げにくくなる。これを解消するために、口部 2 では

、外周面 1 2 側の Rを 1 . 2 m m と大きくして、キャップ6 との螺合性及び

シール性を確保 し易い構成としている。

[0054] なお、図 5 及び 6 では、閉封時のアウターリング5 2 ， 5 2 の様子を模

式的に示 している。具体的には、図 6 に示す一般的な非結晶タイプの口部 2

では、アウターリング5 2 の下端は内径側に傾いている。これに対 し、

図 5 に示す本実施形態の非結晶タイプの口部 2 では、アウターリング5 2 の

下端は外周面 1 2 の上部により径方向の外側に押されて鉛直方向に延びてい

る。これは、上述のとおり、本実施形態の口部 2 の上端部では、一般的な非

結晶タイプの口部 2 の上端部よりも肉厚が大きくなつているからである。

[0055] なお、外周面 1 2 側の Rを 1 . 2 m mに設定 したが、この寸法に限るもの

ではない。外周面 1 2 側の Rは、 0 . 8 m m以上 2 . O m m以下であること

が好ましく、その中でもアウターリング5 2 の下端を逃がす作用とアウター

リング5 2 に接触 してシール性を確保する作用とのバランスを考えると、最

も好ましいのが 1 . 2 m m ということである。逆に、 0 . 8 m m未満である

と、アウターリング5 2 の下端を逃がす作用が不十分となる一方、 2 . O m



mを超えると、アウターリング5 2 に対する口部 2 の接触面積が減るため、

シール性が不足する可能性がある。

[0056] 5 . ねじ部の開始位置

口部 2 のねじ部 1 6 は、天面 1 1から2 . 5 9 m m以上離れた位置に形成

されている。すなわち、天面側 1 1側におけるねじ部 1 6 のねじ山開始位置

は、天面 1 1から2 . 5 9 m mである。この寸法は、一般的な非結晶タイプ

の口部 2 の寸法 （1 . 7 0 m m) よりも大きい。こうすることで、プリフ

才一厶 1 0 0 の製造に使用する金型に厚みをもたせることができ、金型の耐

久性を向上することができる。また、キャップ6 のインナ一リング5 4 干渉

部の内面に発生するボトルねじ部 1 6 の成形時のひけなどの影響を避けるこ

とができ、密封性を向上することができる。

[0057] 詳細には、一般的な非結晶タィプのロ部付きのプリフ才一厶を製造するた

めの金型と同様の金型を用いて本実施形態のプリフォーム 1 0 0 を製造しよ

うとすると、金型が薄くなつてしまう。そこで、本実施形態のプリフォーム

1 0 0 を製造する金型のうち、口部 2 に対応する金型として、例えば横方向

(口部 2 の軸方向に直交する方向）に開く金型と、当該金型の上側にセット

されて上方向 （口部 2 の軸方向における一方向）に開く金型とを用いる場合

に、ねじ山開始位置が天面 1 1から遠くなる分、後者の金型として肉厚化し

たものを用いることが可能となる。

[0058] なお、口部 2 のねじ山開始位置を天面 1 1から2 . 5 9 m mに設定したが

、この寸法に限るものではない。一般的な非結晶タイプの口部 2 の寸法 （

1 . 7 O m m) 及び金型面を考慮すると、口部 2 のねじ山開始位置は天面 1

1から2 m m以上 3 m m以下であることが好ましい。 3 m mを超えると、外

周面 1 2 の上端部におけるストレート面が長過ぎてしまい、キャップ6 との

螺合性 シール性が犠牲にされ得るからである。

[0059] 本実施形態の作用効果について説明する。

上述したように、本実施形態の口部 2 によれば、既存のマンドレルを利用

できるばかりではなく、既存のキャップを有効に利用して螺合性、シール性



及び開閉性を確保できる。また、金型面にも配慮 してプリフォーム 1 0 0 の

成形性を確保できると共に、一般的な非結晶タイプの口部 2 と比較 して口

部 2 の耐熱性を向上することができる。

[0060] そ して、この耐熱性の向上の結果、口部 2 が熱により変形するのを抑制で

きるので、非結晶タイプの口部 2 を有するボ トル 1 を加温製品用のボ トル （

例えば、自動販売機や店舗などで内容物を加温 して販売するボ トル）として

使用することも可能となる。また、ボ トル 1 に貯留する内容物の種類によつ

ては、非結晶タイプの口部 2 を有するボ トル 1 を熱間充填用のボ トルとして

の使用も期待できる。なお、本発明者の評価によれば、本実施形態のボ トル

1 を 7 0 °Cでの充填 （中温充填）に供 しても、口部 2 が熱により変形 しない

ことを確認 している。

[0061 ] 加えて、本実施形態の口部 2 によれば、口部全体の強度を考慮 して、耐熱

性の向上と軽量化とを両立することができる。詳述すると、耐熱性の向上だ

けに着目して、一般的な非結晶タイプの口部から結晶化タイプの口部へと設

計変更する方法では、上述 したように、口内径を一律に狭めて口部の肉厚を

確保することになる。このため、口部において比較的強度が高いビ一 ドリン

グ及びサボ一 卜リングが存在する部分でも肉厚化され、口部に要する樹脂量

が全体として多 くなる。

[0062] これに対 し、本実施形態によれば、口部 2 の外径のうち口外径を大きくし

て、口部 2 の肉厚を確保するため、 ビ一 ドリング 1 8 及びサポー トリング2

0 が存在する部分について肉厚化 しなくて済む。つまり、 ビ一 ドリング 1 8

の上端からその下方の部分において肉厚化のための樹脂量が減ることになる

。一方で、 ビ一 ドリング 1 8 及びサボ一 トリング2 0 が存在する部分や、そ

の間の部分 （バン ド径を構成する部分）は、もともとある程度の強度がある

ため、肉厚化されなくとも口部全体としてみれば強度が確保される。このよ

うに、本実施形態によれば、口部 2 について、全体として強度を確保 して軽

量化 しながらも、肉厚化による耐熱性の向上を図ることができる。

[0063] なお、参考までに重量を示すと、本実施形態の口部 2 の重量 （天面 1 1 か



らサポ一 トリング2 0 の下端までの部分の重量）は 5 . 4 g である。一方、

上記の背景技術で記載 した内径及び外径の寸法を有する結晶化タイプの口部

の重量は、 6 . 4 g である。

[0064] なお、本実施形態の口部 2 は、非結晶化タイプであるため、結晶化処理の

プロセス及び設備が不要となることは言うまでもない。また、結晶化処理を

行わないため、口部 2 の寸法安定性が向上 し、それゆえにキャップ6 との密

封性も向上することになる。

[0065] 絲 膨 ま！ 細 列

上記 した口部 2 の構造及び寸法は、本発明の範囲を逸脱 しない限り適宜設

計変更することができる。例えば、口部 2 の内径、外径及びね じ山の高さの

公差は、上記の 0 . 1 3 m mに限られない。これらの公差は、 0 . 1 0 m m

や 0 . 1 5 m mなどの寸法としてもよい。

[0066] また、口部 2 の内径及び外径は、上記寸法に限られない。特に、口内径及

び口外径の寸法は、口部 2 に要求される強度などの様々な要素を考慮 して、

互いの寸法が相補的に決定されるものである。例えば、口内径については、

本発明に至った経緯に鑑みると、一般的な非結晶タイプの口部 （口内径 ：2

1 . 7 4 m m ± 0 . 1 3 m m) を包含 し、且つ、一般的な結晶化タイプの口

部 （口内径 ：2 0 . 6 m m ± 0 . 1 3 m m) よりも大きい必要があるが、大

きすぎては軽量化及び既存の製造設備の観点から望ましくない。この点に鑑

み、本発明に含まれる口内径の妥当な範囲としては、 2 1 m m以上 2 2 m m

以下となる。

[0067] —方、口外径については、本発明に至った経緯に鑑みると、一般的な非結

晶タイプ及び結晶化タィプのロ部 （口外径 ：2 4 . 9 4 m m ± 0 . 1 3 m m

) を超えている必要があるが、その超えている量が小さくては耐熱性のため

の強度向上にはつながらず、一方で大きすぎては軽量化及びシール性の観点

から望ましくない。この点に鑑み、口内径が 2 1 m m以上 2 2 m m以下の範

囲である場合には、本発明に含まれる口外径の妥当な範囲としては 2 5 m m

以上 2 6 m m以下となる。



[0068] また、バ ン ド径 についても、上記の寸法 （2 5 . 7 1 m m ) に限 られるも

のではない。上記の寸法によれば、バ ン ド径は、 口外径 よりも 0 . 0 9 m m

( = 2 5 . 7 m m - 2 5 . 6 2 m m ) だけ大 きい。 この点、一般的な非結

晶タイプ及び結晶化タイプの口部では、バ ン ド径 とロ外径 との差は 0 . 7 7

m m ( = 2 5 . 7 m m - 2 4 . 9 4 m m ) であるため、本実施形態では、

両者の差が相当縮 まっていることになる。本発明に至 った経緯 に鑑みて、軽

量化に配慮 した口外径及びバ ン ド径の寸法を特定すれば、本発明に含 まれる

両者の差は 0 . 5 m m よりも小さいことが好ま しい。 この場合、バ ン ド径 を

口外径 と同 じ寸法 とすることもできるが、バ ン ド径 をロ外径 よりも大 きくし

た方が、軽量化により配慮することができる。

[0069] 口部 2 のね じ山の高さについても、上記の寸法 （0 . 9 0 5 m m ) に限 ら

れるものではない。上記のとお り、ね じ山の高さはネジ山径か ら口外径 を減

算 して 2 で割 った値であ り、一般的な非結晶タイプでは 1 . 2 4 5 ± 0 . 1

3 m mである。 したがって、ネジ山径が 2 7 . 4 3 m mで口外径が 2 5 ~ 2

6 m mであるとすれば、本発明に至 った経緯 に鑑みて耐熱性、軽量化及びシ

—ル性 に配慮すると、本発明に含 まれるね じ山の高さの妥当な範囲は、 0 .

7 m m以上 1 . 1 m m以下である。

[0070] 口部 2 のネジ山径 とキヤップ 6 のネジ谷径 との間のク リァランスG ，につい

ても、上記の寸法 （0. 32m m ) に限 られるものではない。本発明に至 った経

緯 に鑑みると、 ク リアランスG ，は、一般的な非結晶タイプのク リアランスG

！' (0. 87m m ) よ りも小さい必要があるが、小さすぎると螺合性 シール性

を阻害するおそれがある。 この点に鑑み、本発明に含 まれるク リアランスG ，

の妥当な範囲は、 0. 15m m以上 0 . 8 m m以下である。

符号の説明

[0071 ] ：ボ トル、 2 ：口部、 6 ：キャップ、 1 1 : 天面、 1 2 ：外周

面、 1 4 : 内周面、 1 6 ：ね じ部、 1 8 ：ビ一 ドリング、 2 0 ：サ

ポ一 トリング、 1 0 0 : プ リフ才一厶、 1 0 2 ：ロ咅



請求の範囲

二軸延伸 プロ一成形 されてなるプラスチ ックボ トルであ って、 キヤ

ップによ り閉封 される結晶化 されていない口部 を有するプラスチ ック

ボ トル において、

前記 口部 は、天面 と、 当該天面か ら延びる外周面 と、 当該天面か ら

延びる内周面 と、 を有 し、

前記外周面 には、前記キャップが螺合 されるね じ部 と、 当該ね じ部

の下方 に ビ一 ドリングと、が突出形成 されてお り、

少な くとも前記天面か ら前記 ビ一 ドリングの上端 までの範囲では、

前記 口部の内径 は 2 m m以上 2 2 m m以下であ り、且つ、前記 口部

の外径 は 2 5 m m以上 2 6 m m以下であ り、

前記ね じ部 は、ね じ山の高さが 0 . 7 m m以上 1 . 1 m m以下であ

る、 プラスチ ックボ トル。

前記キヤップは、前記ね じ部 に螺合するね じ部 を有 してお り、

前記 口部が前記キャップによ り閉封 された場合、前記 口部のね じ部

のネジ谷径 と前記キヤップのね じ部のネジ山径 との差が 0 . 8 m m以

下である、請求項 1 に記載のプラスチ ックボ トル。

前記天面 と前記外周面 とをつな ぐコーナ一部分は、 R が 0 . 8 m m

以上 2 . O m m以下である、請求項 1 又 は 2 に記載のプラスチ ックボ

トル。

前記 口部のね じ部 は、前記天面か ら 2 m m以上離れた位置 に形成 さ

れている、請求項 1 ない し3 のいずれか一項 に記載のプラスチ ックボ

トル。

前記 口部のね じ部 は、前記外周面 において断続部 を有することな く

らせん状 に連続 している、請求項 1 ない し4 のいずれか一項 に記載の

プラスチ ックボ トル。

前記外周面 には、前記 ビー ドリングの下方 にサボ一 卜リングが突出

形成 されてお り、



前記 口部の外径 に関 し、前記天面か ら前記 ビ一 ドリングの上端 まで

の範囲の方が、前記 ビ一 ドリングの下端か ら前記サボ一 卜リングの上

端 までの範囲に比べて 0 . 5 m m よ りも小さい、請求項 1 ない し 5 の

いずれか一項 に記載のプラスチ ックボ トル。

[ 請求項 7 ] キ ャップによ り閉封 される結晶化 されていない口部 を有するプラス

チ ックボ トル を得 るために、二軸延伸 プロ一成形 されるプ リフ ォー ム

であ って、

前記 口部 は、天面 と、 当該天面か ら延びる外周面 と、 当該天面か ら

延びる内周面 と、 を有 し、

前記外周面 には、前記キャップが螺合 されるね じ部 と、 当該ね じ部

の下方 に ビ一 ドリングと、が突出形成 されてお り、

少な くとも前記天面か ら前記 ビ一 ドリングの上端 までの範囲では、

前記 口部の内径 は 2 m m 以上 2 2 m m 以下であ り、且つ、前記 口部

の外径 は 2 5 m m 以上 2 6 m m 以下であ り、

前記ね じ部 は、ね じ山の高さが 0 . 7 m m 以上 1 . 1 m m 以下であ

る、 プ リフ 才一 厶。
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